
アドバイザー評価に係る２次評価一覧 資料２

見直し
必要性

説　　　　　明
評価
者

評価
区分

説　　　　　明
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必要性

説　　　　　明

A 現行ど
おり

　明確な広報戦略の中でテレビ広報が
位置づけられ適正に運営されていると
評価できる。よって、現行どおりとするの
が適当と考える。今後の課題があるとす
れば、視聴率を上げるためにとられた現
状の放映時間帯、特にニュース時間帯
においては、若い年齢層の人々にメッ
セージが届かない可能性がある。その
ため、県のホームページのネット上で再
放送やアーカイブ放送を流すといった工
夫がさらに求められる。

B 現行ど
おり

　テレビ広報は重要。金額の高低よりも
県政の課題をタイムリーに伝えられるか
が大切。視聴率のさらなるアップに向け
た放送時間帯等の工夫が進むことを期
待。

C 現行ど
おり

　現在も取り組んでいるようだが、番組
のモニタリングなどで県民の意見をより
反映してもらえれば、よりよいものにな
ると思う。

B 要改善 　交通安全対策に関わる警察や安協等
との連携をさらに密にして頂きたい。
　特に啓発物品については経費が約１
千万円かかっているので、効果的、効率
的な作成や配付について検討し、組織
間の連携を取りながら、内容の調整や
経費の削減も努力して頂きたい。

C 要改善 　交通安全の意識啓発には、不断の努
力や積み重ねが必要で、協議会の果た
す役割も非常に重要であることが理解
できた。「見直し」の中に書いてある事務
の効率化も必要だと思われる。
　また、古くからの活動は時として、形骸
化することもあるので、新鮮味ある活動
を随時取り入れて、交通安全に尽力して
頂きたい。

アドバイザー評価 ２次評価

有 　県広報番組に対する
県民の関心をより一層
高めるために、番組を
you tubeで配信すると
ともに、ホームページ・
フェイスブック・ツイッ
ター等の媒体を積極的
に活用して番組のＰＲ
を行っていく。

1 テレビ広報費 広聴広報
課

有 　平成24年３月に改定
された山梨県広報戦
略に基づき、メデｨア
ミックスによる機能強
化に係る具体的な取り
組みとしてYouTubeで
の配信を実施するとと
もに、テーマの絞り込
みなどを行う。

調書
番号

細事業名 担当課

１次評価

要改善 　担当課の話を直接聞いて、協議会の
活動内容、全体の実態を理解すること
ができた。事前に自主点検シートを見た
段階では、協議会の性格や活動の実態
が十分に伝わらない面があった。県民
へのわかりやすい説明の意味では、もう
少し工夫が必要である。その観点から
評価調書や説明(内容)について、活動
実態がわかるような工夫が必要不可欠
である。特に、活動指標と成果指標の
ギャップが著しく、改善が必要である。ま
た、交通指導員など、ボランティアの協
力を得て活動しているが、事故の形態
や被害者を取り巻く環境が大きく変わっ
ている中で、死亡事故などは改善してい
るが、一定の交通事故のリスクはある
ので、何らかの形で関係機関に普及啓
発していく協議機関は必要かもしれな
い。しかし、協議会設置から相当の期間
が経過しており、活動内容を常に検証
し、必要な見直しをしていく必要があると
考える。さらに、交通事故に関心を持つ
ボランティアやＮＰＯなど、これまでの参
加層とはことなる新たな活動参加者の
輪を広げていくような見直しや創意工夫
が今後さらに必要である。以上のような
意味で要改善が適当とした。

有   事業の推進にあたっ
ては、活動内容を常に
検証し、効果的に行わ
れるよう、必要な見直
しを実施することとす
る。
　また、新たな活動参
加者の輪を広げるよう
な創意工夫についても
併せて検討を行う。
　なお、啓発物品の作
成・配付については、
経費面も含め、より効
果的・効率的に行うた
め、警察や交通安全協
会等との更なる連携を
推進していく。

2 県交通対策推
進協議会事業
費補助金

交通政策
課

有 　本協議会は国の要請
に基づき、全国の各都
道府県において設置し
ている公共的な目的を
追求している団体であ
り、公的機関のみなら
ず民間組織・団体を構
成団体等としており、
地域（社会）全体をあ
げて交通安全対策を
推進するためには、不
可欠な組織である。そ
のため、本協議会は交
通安全対策基本法の
趣旨等に則り、独立し
た協議会として交通安
全対策を継続していく
必要がある。
　しかしながら、本協議
会においては、県民自
らが交通安全意識を高
めてもらうような施策に
誘導・転換していくこ
と、不断の業務の見直
しや運営の改善等の
観点は必要不可欠で
あり、可能な限り効率
性の追求を求めていく
必要があるため、こうし
た見直し等を随時実施
していく。

A
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B 廃止 　貸付実績が年間で１、２件と極めて少
ない、また他県でも特出しをしているとこ
ろがほとんどない状況であり、辺地地域
の基盤整備については、市町村振興資
金貸付等でも対応が可能な状況では、
この貸付制度を特別に設定する必要性
はない。統合することによって、貸付枠
の効率化、事務コストの削減もできる。

C 廃止 　辺地振興資金貸付金及び過疎地域振
興資金貸付金の事業（以下両事業）は、
昭和４０年代からの事業であり、本来の
役割を終え、一定の成果があったものと
判断した。他の市町村振興資金の事業
（以下他の事業）でカバーできるように
制度変更すればよいと思われる。ただ
し、両事業については、市町村の持ち出
しがない充当率１００％であるところに特
色があり、この様な使い勝手の良い面
については、他の事業を改良し取り入れ
る余地はある。

3 辺地振興資金
貸付金

市町村課 無 　辺地振興資金は、準
辺地地域を包括する
市町村を対象に公共
施設等の整備に必要
な資金を有利な条件で
貸し付けることにより、
準辺地地域の振興と
該当市町村の円滑な
財政運営に資すること
を目的とし、地方交付
税措置のある国の有
利な地方債の対象とな
らない事業なども貸付
対象としているため、
市町村にとって使い勝
手のよい資金となって
おり、市町村の年度間
の財政負担の平準化
に寄与している。平成
２４年度は過去の貸付
実績をもとに前年度と
同額の貸付枠を設定し
ているが、事業の選択
と重点化、合併特例債
など有利な地方債の
活用が進められている
ことから、今後とも該当
市町村の貸付要望を
十分に踏まえ、資金枠
を設定していくこととす
る。以上のことから、現
状の事業を維持し、見
直しは「無」とする。

A 廃止 　国レベルでの辺地振興、過疎地域の
振興は継続される情勢であるが、＃３及
び４の両貸付制度は、国の政策がカ
バーしない準地域を県として独自に「横
出し」で実施してきた事業である。地域
の振興に貢献してきたことは理解でき、
成果も上がったものと思われるが、事業
開始からいずれも40年以上が経過して
おり、この間に非常に大きな変化があっ
た。64市町村から27市町村体制へと移
行した市町村合併の成果と、その背景
にある地方分権改革である。合併特例
債を活用した地域振興の充実や市町村
規模の拡大による行財政能力の向上に
より、市町村支援における県の役割は
大きく変化してきている。また、市町村
サイドからみてもこの両貸付事業に対す
る資金需要自体が減少している。以上
の理由により、両事業の歴史的役割は
終了したものと考えるのが妥当である。
よって両事業を廃止とするのが適当で
ある。今後、県の果たすべき役割として
は、市町村の提案する様々なソフト的事
業への支援も含めた総合的な地域振興
政策にシフトしていくべきと考える。よっ
て、貸付金制度は廃止し、例えば市町
村振興事業などと統合し、市町村の自
助努力を踏まえながら新たな地域振興
策を構想すべきである。

有 　社会基盤の整備を進
めていくためには、辺
地や過疎地域など市
町村の実情に応じた支
援制度を維持していく
必要がある。
　ただし、現行制度の
活用状況を踏まえる
と、他の制度の活用も
可能であることから、
事業の廃止を含めた
検討をする。
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B 廃止 　貸付実績が年間で１、２件と極めて少
ない、また他県でも特出しをしているとこ
ろがほとんどない状況であり、過疎地域
の基盤整備については、市町村振興資
金貸付等でも対応が可能な状況では、
この貸付制度を特別に設定する必要性
はない。統合することによって、貸付枠
の効率化、事務コストの削減もできる。

C 廃止 　辺地振興資金貸付金及び過疎地域振
興資金貸付金の事業（以下両事業）は、
昭和４０年代からの事業であり、本来の
役割を終え、一定の成果があったものと
判断した。他の市町村振興資金の事業
（以下他の事業）でカバーできるように
制度変更すればよいと思われる。ただ
し、両事業については、市町村の持ち出
しがない充当率１００％であるところに特
色があり、この様な使い勝手の良い面
については、他の事業を改良し取り入れ
る余地はある。

A 廃止 　国レベルでの辺地振興、過疎地域の
振興は継続される情勢であるが、＃３及
び４の両制度は、国の政策がカバーしな
い準地域を県として独自に「横出し」で
実施してきた事業である。地域の振興に
貢献してきたことは理解でき、成果も上
がったものと思われるが、事業開始から
いずれも40年以上が経過しており、この
間に非常に大きな変化があった。64市
町村から27市町村体制へと移行した市
町村合併の成果と、その背景にある地
方分権改革である。合併特例債を活用
した地域振興の充実や市町村規模の拡
大による行財政能力の向上により、市
町村支援における県の役割は大きく変
化してきている。また、市町村サイドから
みてもこの両貸付事業に対する資金需
要自体が減少している。以上の理由に
より、両事業の歴史的役割は終了した
ものと考えるのが妥当である。よって両
事業を廃止とするのが適当である。今
後、県の果たすべき役割としては、市町
村の提案する様々なソフト的事業への
支援も含めた総合的な地域振興政策に
シフトしていくべきと考える。よって、貸
付金制度は廃止し、例えば市町村振興
事業などと統合し、市町村の自助努力
を踏まえながら新たな地域振興策を構
想すべきである。

有 　社会基盤の整備を進
めていくためには、辺
地や過疎地域など市
町村の実情に応じた支
援制度を維持していく
必要がある。
　ただし、現行制度の
活用状況を踏まえる
と、他の制度の活用も
可能であることから、
事業の廃止を含めた
検討をする。

4 過疎地域振興
資金貸付金

市町村課 無 　過疎地域振興資金
は、準過疎地域を包括
する市を対象に公共施
設等の整備に必要な
資金を有利な条件で貸
し付けることにより、準
過疎地域の振興と該
当市の円滑な財政運
営に資することを目的
とし、地方交付税措置
のある国の有利な地
方債の対象とならない
事業なども貸付対象と
しているため、市町村
にとって使い勝手のよ
い資金となっており、市
の年度間の財政負担
の平準化に寄与してい
る。一方で、事業の選
択と重点化により貸付
が減少傾向にある中
で、合併特例債など有
利な地方債の活用が
進められていることか
ら、平成２４年度から資
金枠を縮減したところ
である。以上のことか
ら、現状の事業を維持
し、見直しは「無」とす
る。
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B 要改善 　県として、消防防災施設の絶対数と配
置状況を把握する中で、市町村の指導
を徹底して頂きたい。最終的には個々
人が自分の地域に消防施設がどこに配
置してあるのかということを周知するよう
指導を徹底してもらいたい。

C 廃止 　当事業については、耐震性貯水槽の
整備という面で、初期の目標を果たした
ので、H25年度をもって廃止とする。

5 消防防災施設
等整備費補助
金

防災危機
管理課

有 　平成24年7月に行っ
た市町村への聞き取り
調査によると、18市町
村で57基の耐震性貯
水槽の整備が必要と
回答している。
　平成25年度まで事業
を継続することにより、
市町村が必要としてい
る耐震性貯水槽をほ
ぼ整備することができ
る見込である。
　今後は、地域の防災
力の強化を図るため、
新たな需要に対する助
成を検討していく。

A 要改善 　事業の目標が達成されることにより、
終了するという部分についてはその通り
で良いと思う。そういう意味では廃止と
いう評価でも良かったかもしれない。し
かし一方で、新たな大災害に対応したリ
アリティのある地域防災ということを考え
ていくには、耐震性貯水槽を含めた消
防水利の全体が、現実的にそれぞれの
近隣コミュニティの中でうまく機能するの
か気になる。もちろん、基本的にはそれ
は市町村の任務であるが、十分に整備
されていくように、コミュニティ単位での
防災力向上が大切である。そういう認識
を各市町村に持ってもらうように進めて
もらいたい。県では消防の広域化など
の取組みをしており、効率的な消防や救
急の対応を取るよう進めていく立場でも
あるので、そういう広域的な視点から客
観的な情報整理等を促していくよう市町
村間の調整をする必要がある。当該事
業は補助金の問題であるが、視点を広
げて考えると、情報整備とその共有化と
いう面で課題が残る。以上、当該補助事
業に関しては目標が達成されることによ
り終了で良いが、その後の新たな対応
策について、市町村と連携を図りなが
ら、情報の整備、共有化を県の役目とし
て対応してもらいたい。よって、要改善と
するのが適当である。

有 　平成25年度末で市町
村が必要としている耐
震性貯水槽をほぼ整
備することができる見
込であることから、本
事業は平成25年度を
もって終了する。
　なお、引き続き地域
の防災力強化に必要
な支援方策を検討、実
施していく。
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A 要改善 　本運営費補助は、直営に比べて県に
コストメリットがあり、同時に、受給サイド
である県社会福祉協議会の業務遂行に
おいても現場の柔軟性が確保できるメ
リットがあり、現状ではウィンウィンの関
係にある。しかしながら、この運営費補
助の考え方の背景には、県社協が受託
する国の補助事業において、国の補助
要領により当該事業に人件費を配分で
きないことになっている事業の実施分に
発生する人件費を、事実上、県が肩代
わりするという、いわば「裏負担」問題が
潜んでいる。国と対等なはずの県は、こ
うした「裏負担」が発生しないよう、国に
対して制度改善を要求していくべきであ
る。また補助事業や委託に比べ、人件
費補助という手法は透明性に欠けるき
らいがあるので、その合理性・妥当性を
県民にわかりやすく説明できるようにし
ておくことも必要である。以上のことか
ら、要改善とするのが適当であると考え
る。

B 要改善 　社会福祉協議会内での人事交流等で
業務を効率化すると同時に、自主財源
の増強を図り、補助金に頼らず自立でき
る体制を目指して頂きたい。

C 要改善 　県社協の重要性は理解しているが、
運営費補助により、どの程度、効率的に
事業が行われたか評価しづらいものと
なっている。
　職員のモチベーションに繋がる新たな
指標を他県とも情報交換しながら模索
すべきである。

A 一部
廃止

　現在、当該事業の事実上の利用者は
保育所や乳児院などに限られている。
また事業の経緯の中で、介護保険施設
及び障害者支援施設等が対象外となっ
たこと、市場の金利が低くなったこと等
から、新規利子補給の需要そのものが
薄れている。よって、新規募集分につい
て廃止する一部廃止が適当と考える。
なお、仮に新規分を廃止したとしても過
年度の累積分の利子補給が完了するま
でになお今後20年程度は県費負担を継
続する必要があることを考慮すると、こ
の事業にとどまらず類似事業の立案に
あたり、一度事業を開始すると後年度負
担がどれ位かかるかの推計をおこな
い、その行財政上の影響等を見積もり
判断するための透明な政策決定手続き
を整備することが不可欠であると考え
る。

B 一部
廃止

　事業主の自己責任で対応すべきであ
り、新規分は廃止したらどうか。

C 一部
廃止

　新規借り入れに対する当該整備資金
利子補給については、廃止とすべきで
ある。その理由は、当該事業の対象施
設が少なくなったこと、市場金利が低く
なったことにより需要が減っていることな
どである。また、過年度からの継続部分
については繰上償還を促すような、施策
も必要と思われる。

6 県社会福祉協
議会運営費補
助金

福祉保健
総務課

無 　県社協は、社会福祉
法第110条に規定され
る広域的な社会福祉
事業の実施や地域福
祉の推進を目的として
運営され、市町村社協
その他福祉関係団体
と連携を図り、県内の
地域福祉活動に対す
る支援を行うとともに、
地域を支えるボラン
ティア活動の支援や災
害における福祉救援
活動の中心的役割を
担うなど、その果たす
役割は大きい。
　また、県社協は、自
主財源が少ない一方
で、県が担うべき多く
の事業を委託している
ため、その運営が停滞
すると地域福祉サービ
スの低下を招くことか
ら、安定的な運営を図
るため、引き続き県が
運営費を助成すること
は必要である。

有 　民間の社会福祉活動
の中心的役割を担う社
会福祉協議会の安定
的な運営を図るために
は、引き続き県が助成
を行う必要がある。
　事業の実施にあたっ
ては、県民に分かり易
く説明できるような、よ
り透明性を高めた運営
費補助となる方法を検
討するとともに、自主
財源を高める方策につ
いても、他県の事例を
参考にしながら検討し
ていくこととする。
　なお、国の補助要領
により人件費を配分で
きないことになっている
補助事業に係る人件
費分については、機会
を捉えて国へ制度改善
を要望していく。

7 民間社会福祉
施設等整備資
金利子補給金

福祉保健
総務課

有 　当該利子補給制度
は、新規や改修及び拡
張の施設整備を促進
する効果を持つととも
に、施設経営の継続的
安定を図り、良質な
サービスを提供するた
めに大きな役割を果た
していることから、意図
した成果を上げてい
る。
　しかし、平成20年度
見直しにより、「介護保
険施設」及び「障害者
支援施設等」を対象施
設から外したこと、また
昨今、貸付金利も低い
状況が続いていること
から、利子補給の需要
が減ってきている。
　このため、老朽化に
よる改修や拡張及び
新規のニーズ等につ
いて勘案する中で、新
規利子補給のあり方に
ついて検討していく。

有 　制度創設以来40年
以上が経過したが、平
成20年度見直しにおい
て、対象施設が限定的
になった以降も新規の
施設整備ニーズがあ
り、施設が老朽化し改
修等が必要となってい
る施設も存在すること
から、今後、新規利子
補給のニーズ調査を
実施した上で、新規利
子補給については廃
止を含め、そのあり方
を検討していく。
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B 廃止 　相談業務は、市町村社協、地域包括
支援センター、県民生活センター等で可
能であり、相談件数が減少していること
は、高齢者とその家族に特化するがゆ
えに、逆に相談しづらいこともあるので
はいなか。身近なところで、総合的な相
談をする施設等を充実することで、福祉
プラザにこのセンターを置いておく必要
性は、費用対効果の面からも薄い。

C 廃止 　専門相談として法律相談を残している
が、他機関で繋げ対応することで十分
目的は達成可能であると考える。また、
介護・看護、その他一般相談について
も、県民生活センターや市町村社会福
祉協議会など県、市町村等の他の窓口
があるので、そこで十分対応可能では
ないかと思われる。
　もちろん、実態としてどのような相談が
あるのか、県にしか対応できないような
事案があるのか、広域的な観点から、
事業の存続を勘案しなければならない
ことは言うまでもないが、基本的には廃
止と位置づけた。

　これまでの高齢者総
合相談センターの役割
や相談状況を再検証し
たうえで、県内市町村
や他機関・団体での相
談対応状況を勘案し、
他事業（機関）との整
理統合や廃止も含め
た総合的な検討を行
う。

8 高齢者総合相
談センター運
営事業費

長寿社会
課

有 　本県における高齢化
率は年々増加し、平成
23年４月１日現在
24.2％となっており、ま
た、今後も上昇する見
込みである。こうした状
況において、県が広域
的、専門的に総合相談
業務を実施する意義
は大きく、今後も事業
を継続していく必要が
ある。
　ついては、安心して
暮らせる地域づくりに
今まで以上に貢献して
いくため、県ホーム
ページや、市町村、県
社会福祉協議会、県老
人クラブ連合会等関係
団体の広報媒体等を
活用し、本事業の一層
の周知を図り、相談件
数の増加に繋げてい
く。

A 廃止 　この相談事業は、昭和63年からはじま
りほぼ四半世紀が経過している。この
間、平成12年度から介護保険制度がス
タートした。介護に関して幅広く民間事
業者が参入し、また市町村の自治事務
として介護保険事業計画を策定し、それ
をサポートする形で市町村社協やその
他様々な機関・団体が同様の相談業務
を行うなど、今日においては当該相談事
業の代替が可能な環境が整備されてき
ている。また、最近の相談件数も大きく
増えているわけではなく、需要そのもの
が低迷ないし減少傾向にある。費用対
効果の観点から見ても根本的な再検討
が不可欠である。もちろん費用対効果
や相談件数に代表される指標は数値的
側面を表現するもので、それだけで直ち
に必要性を判断する材料になるわけで
はない。しかし、上記のように制度・環境
が大きく変化する中で、他の主体による
相談事業ではカバーできないような固有
な役割を当該事業が果しているとの確
証はえられない。過去においてこの事業
が固有の意義を持っていたことは想像
できるが、介護保険制度が制定され、市
町村や民間の事業への裾野の拡大よっ
て相談機会が大幅に増大し、固有の意
義がどこにあるのか不明である。自主
点検シートの「見直しの必要性」の中
で、「県が広域的、専門的に総合的相談
業務を行うことは意義が大きい」との指
摘があるが、実際の相談者は甲府市や
その周辺が大半であり、必ずしも広域的
な機能を果しているとは言えない。また
専門的という意味でも、介護や看護に関
する相談業務は非常に裾野が広がって
きていることを考えても、来所者数が少
ないことともあいまって、固有の意義は
失われていると考えるのが妥当である。
よって、廃止とするのが適当であると考
える。

有
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A 要改善 　超高齢社会における高齢者の健康と
生きがいづくりはますます重要性を増す
施策である。本事業の対象とする、いき
いき山梨ねんりんピック、シルバー作品
展等、事業として定着している印象があ
る。それだけに、活動指標や成果指標
の設定方法にも一層工夫をこらし、当該
事業全体の参加者のすそ野の拡大や
参加層の変化に留意した指標化の見直
しが必要である。また、今後、団塊世代
の大量退職による潜在的参加者の増大
に対応して、潜在顕在の参加者のニー
ズの変化に応じた事業内容の見直しが
必要である。よって、要改善とするのが
適当である。

B 要改善 　ことぶきマスター人材バンクについて、
登録者の増加、活動の活発化を目指す
必要がある。
　また、いきいき山梨ねんりんピックにつ
いては、社会福祉協議会や老人クラブ
等の広報媒体を活用するなどしてＰＲ活
動を強化し、参加者の底辺の拡大に努
める必要がある。

C 要改善 　核家族化による孤独死や老老介護が
社会問題となる中で、高齢者がスポー
ツ活動、文化活動、地域での交流活動
等を行うことは重要であると考える。県
の事業として、こうした活動への参加者
を１人でも増やすための施策を充実させ
る一方、参加しない人の状況把握などソ
フト面での更なる充実が必要である。

9 長寿やまなし
振興事業費補
助金

長寿社会
課

有 　本県の高齢化率が
年々上昇し、平成２３
年４月１日現在で２４．
２％と過去最高となっ
ている中、高齢者が
サービスの受け手にと
どまるだけでなく、健康
で生きがいを持って自
らの生活の質を向上さ
せること、仲間同士の
交流や世代間の交流
を深めること、自分の
経験や知識を生かし積
極的に地域活動を行う
ことの必要性が増して
おり、本事業の果たす
役割もますます重要に
なっている。
　ついては、より多くの
高齢者が本事業に参
加するよう、健康づく
り・生きがいづくりの楽
しさや充実感等につい
て、県ホームページや
県社協、老人クラブ等
の広報媒体を活用し、
高齢者に対する情報
発信を強化していく。
　また、いきいき山梨
ねんりんピックは、世
代間交流のイベントで
もあることから、高齢者
以外の県民に対して
も、情報発信を強化す
るとともに、イベントの
内容の改善についても
必要に応じて検討して
いく。

有 　事業の実施にあたっ
ては、より多くの高齢
者が本事業に参加す
るよう、健康づくり・生
きがいづくりの楽しさや
充実感等について、県
ホームページや県社
協、老人クラブ等の広
報媒体を活用し、高齢
者に対する情報発信を
強化していく。
　また、いきいき山梨
ねんりんピックは、世
代間交流のイベントで
もあることから、高齢者
以外の県民に対して
も、情報発信を強化す
るとともに、必要に応じ
てイベントの内容を改
善していく。
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B 廃止 　同じ就学前の施設の幼稚園に補助が
ないのに、保育園のみに補助するのは
合理性に欠ける。
　幼稚園と保育所の一体化が話題と
なっている中で、保育所だけ補助するの
は、公平性の点から違和感がある。

C 廃止 　当該事業は、児童福祉施設等に勤務
する職員が長期休養する場合に、代替
職員を新たに雇用する際の、必要な経
費を補助する事業である。こういったコ
ストは、本来、児童福祉施設自らが負担
すべきものと考える。また、人材不足で
人が集まらないなど特殊な状況がある
ならまだしも、ハローワーク等で代替職
員の求人は可能ということ、質の高い
サービスの維持を目的としながら、当該
事業適用においては、長期休養者の復
職を条件としていないこと、幼稚園に
は、同様の事業がないことなど、考慮し
て廃止とする。

10 産休等代替職
員雇用費補助
金

児童家庭
課

有 　他自治体の同様な事
業を調査したところ、平
成17年度以降、同補
助金の一般財源化に
伴い、市町村の人件費
は市町村自らが負担
すべきであるとし、公
立施設への補助を廃
止する自治体が増えて
いる。
   本県では、公立の施
設（特に保育所）が人
件費を抑えるため、フ
ルタイムではない非常
勤職員やパート職員を
雇用する傾向にあり、
当該補助金の対象とな
る正規職員自体が減
少傾向にある。
　 こうした状況の変化
を考慮し、本県におい
ても補助対象を私立の
施設のみにするなど、
事業の見直しを検討す
る必要がある。

A 廃止 　事業をめぐる制度・環境の変化を踏ま
えて、事業の必要性や妥当性を再検討
しなければならない。当該事業の場合、
産休等代替職員の雇用をめぐる県の補
助が、他の福祉施設や幼稚園でも産休
等の対応は不可欠であるにもかかわら
ず、なぜ児童福祉施設（実態としては保
育所）だけ必要性があるか、について再
検討すべきという課題である。保育所に
は職員の配置基準があるからというの
が主たる理由であるが、配置基準の順
守と、施設経営上当然のリスク要因であ
る産休等への対応の問題とは、そもそ
も次元が異なり、施設経営の自己責任
の問題である。たしかに措置制度が採
用されていた時代には丸抱え的な補助
も合理性を持っていたかもしれないが、
今日のように契約的制度にシフトし個々
の保育所の一定の自由度が増した制度
下では、当該事業の妥当性は大きく薄
れている。また、本県の場合、いわゆる
待機児童問題が深刻とはいえない状況
下で、特に保育所だけを特例的に補助
する政策的理由もみあたらない。加え
て、県の固有の役割は、広域性の問
題、市町村との調整、市町村にはできな
い規模の事業等の実施に求められる
が、この観点から見ても、市町村立等の
公立保育所も補助対象になっているの
は、著しく妥当性を欠くといわざるをえな
い。よって、当該事業を廃止とするのが
適当であると考える。

有 　安心して子育てがで
きる環境づくりに取り
組む中で、児童福祉施
設における産休、育休
制度の定着化や施設
運営費等の財源の充
実及び他の福祉施設、
幼稚園の状況等を総
合的に勘案し、本事業
について廃止を含めた
見直しを検討する。
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B 廃止 　この事業自体が激変緩和措置の中で
行われてきており、社会環境等の変化
で役割は終了している。今後、どのよう
なのもが障害者支援に適するのかとい
うことを、障害者自身の立場に立って、
支援策を総合的に見直すことが必要。

C 廃止 　他県の状況もさることながら、制度導
入の背景、それから当該制度が経過的
な措置であるということを総合的に勘案
した結果、廃止すべきとする。

A 要改善 　夜間の救急医療体制の整備はいざと
いう時に安心できる生活を送るための
社会基盤である。その意味で、担い手
の医療機関の不足によるとはいえ、県
内市町村に夜間救急の空白地区がある
ことは大きな問題である。市町村、地元
医師会の責任において整備すべきとこ
ろであるが、こうした空白地区において
は、例えばセンター方式の導入など広
域自治体としての県が協力して、より安
心を高める体制づくりが緊急に必要で
ある。また、こうした夜間・休日の救急医
療制度を、安易で自己中心的な考え方
で受診する一部の者の目的外利用を抑
制し、適正な利用を図るための情報の
提供等の施策上の工夫が必要である。
よって、要改善するのが適当と考える。

B 要改善 　夜間の救急医療体制における空白地
区は市町村、地元医師会の責任におい
て整備するところであるが、例えばセン
ター方式の導入など県が協力して、より
安心を高める体制づくりが必要である。
　また、緊急性に欠ける利用を抑制し、
適正な利用を図る情報の提供が必要で
ある。

C 要改善 　甲府市の救急センターに対する定額
補助の実態を調査して適切に対応して
いただくとともに、コンビニ受診等、不要
な診療をされないようにして、全体のコ
ストを下げることが可能となるような啓
発活動をお願いしたい。

有 　在宅当番医制につい
ては、市町村の責務に
おいて整備するところ
だが、夜間で未実施地
区があることから、更
なる拡充に向けて関係
機関に対し取り組みを
促すこととする。
　また、救急医療体制
の円滑な実施を図るた
め、休日夜間急患診療
に係る情報提供と併
せ、救急医療の適正利
用について啓発をおこ
なっていく。

A 廃止 　本県独自の経緯をふまえると、本事業
のような他県でもほとんどみられない
「横出し」的な経過的措置がとられてき
たことにそれなりに一定の根拠があると
思うが、制度開始後６年が経過した現
在、その役割は完了したと見られる。
よって、本事業を廃止することが適当で
あると考える。障害者の支援制度は社
会的公正を実現するうえで必要不可欠
であり、県民の幅広い理解と合意を得な
がら充実していくことが重要であるが、
同時に、当事者としての障害者が、自己
の権利としてのノーマライゼーションを
実現すべく、幅広い社会参加ができる制
度や社会環境の整備、とりわけ就業環
境を充実をさせていくということが大事
であり、そこに県の支援策の重点化を図
る必要があると思う。なお、当該事業に
限らず今後の一般的な課題として、経
過的措置を実施する際は、その理由や
根拠を明確にすると同時に終期を明示
するなど一定の見通し、透明性、予見可
能性をもって政策決定するという、政策
決定手続きの明確化が必要がある。

有 　障害者自立支援法の
各種経過措置は本年
３月に期間が満了し、
また、新制度への移行
を円滑にするための特
例交付金特別対策事
業も本年度で廃止とさ
れている。
　国の経過的特例措置
の開始から６年が経過
し、激変緩和措置とし
ての役割を果たしたこ
とから、平成２４年度を
もって廃止する。

12 休日夜間急患
診療体制確保
事業費

医務課 有 　市町村等の実施する
休日夜間急患診療体
制が円滑に継続して確
保され、初期救急患者
が必要な医療を受けら
れるよう、引き続き支
援していく必要があ
る。
　また、これらの事業
が有効利用されるよう
に、休日夜間急患診療
に係る情報提供につい
て検討する必要があ
る。

11 自立支援医療
給付費

障害福祉
課

有 　障害者自立支援法の
各種経過措置は本年
３月に期間が満了し、
また、新制度への移行
を円滑にするための特
例交付金特別対策事
業も本年度で廃止とさ
れている。
　国の経過的特例措置
を基礎とした激変緩和
措置であるが、障害者
医療制度全体のバラ
ンスを考慮しながら不
断の検討を進める。
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A 要改善 　森林県である本県において、施策目的
である森林・林業に対する理解を深める
事業は非常に重要なものだと考える。し
かしながら、その実施においては、より
効率的で効果的な事業方法となるよう
工夫をしていく余地が、きわめて多いと
考える。当該「森の教室」と類似した事
業は、県の森林環境部内の事業だけに
限定しても、他に8事業あり、個々ばらば
らに実施されている面が強い。関連類
似事業相互間で企画段階から調整や連
携を図り、場合によっては、事業の統廃
合を含めて再検討すべきである。よっ
て、要改善とするのが適当であると考え
る。

B 要改善 　森の教室参加者が少なく、費用対効
果の面では疑問を感じる。
　峡南地域の他施設や関係施設等の連
携を図り、県内の小中学生などの利用
促進を図るなどして、利用者の増加を図
ること。
　浄化槽や芝生管理にかかる委託料の
積算根拠を検証して、経費削減も検討し
て頂きたい。

C 要改善 　利用者数など更なる充実を目指すこと
が必要と判断した。事業目的を達成す
るためには待ちかまえるよりも、出向く
方が、効率が良いのではないかと思わ
れる。つまり、来ていただく人よりも、小
学校、保育園、幼稚園へ出向いての出
張講座や、他の類似施設との連携など
を通して、対象人員を広げることが必要
である。

B 要改善 　他県の情報収集等により、効果的な
捕獲体制、人材の育成、報償等のあり
方を検討し、目標達成に努力されたい。

C 要改善 　高い目標を達成できるよう期待した
い。狩猟者の確保のための新たな対策
も大切であるため、そういった対策にも
取り組んで頂きたい。

　部内関連事業を実施
する各施設間や峡南
地域における各種施
設間において、企画段
階から連携し、各施設
の特性を活かした事業
の展開や、実施段階で
の協働を図る。また、
主催事業定員外の日
常の利用者に対して森
林・林業の役割を普及
するメニューを検討す
るとともに、学校等へ
の個別訪問を始めとし
た「森の教室」事業のＰ
Ｒ強化により利用者の
増加を図ることとする。
　なお、出張講座につ
いては、従来より研究
所職員の講師派遣に
より実施してきたが、
各教育機関でのニー
ズの　再把握に努めな
がら、対象人員が増す
ように積極的に実施し
ていく。
　また、委託料につい
ては、経費削減等につ
いて検討する。

14 特定鳥獣適正
管理事業費補
助金

みどり自
然課

有 　野生鳥獣による農林
業被害等を軽減させる
ためには、増えすぎた
個体数を減らすことや
加害個体を的確に捕
獲することが大変重要
である。
　このため、県では生
息実態についてのモニ
タリング調査（ニホンジ
カ保護管理事業）や効
率的な捕獲方法の実
験（ニホンジカ個体数
調整実証事業）を引き
続き実施し、得られた
知見等をもとに県下各
地域の実情にあった効
果的な捕獲体制や捕
獲方法の整備を進め
ていく。
また、県や市町村等は
野生鳥獣の捕獲業務
については、猟友会に
業務を委託し実施して
いるが、捕獲に従事す
る猟友会員は高齢化
するとともに減少して
いるので、新たな捕獲
従事者の確保や、現在
の捕獲従事者の技術
向上が緊急課題であ
るため、鳥獣保護管理
人材育成事業による
捕獲従事者育成研修
や、新規狩猟者取得説
明会開催などによる対
策も併せて進めてい
く。

A 要改善 　生態系の中で生き物と人間が共生を
めざすことは当然である。しかし、過去
の一定期間の政策選択において、過度
の鳥獣保護管理政策が採用された結
果、生態系のバランスを大きく欠く状態
が生まれた。生態系のキャパシティを超
えた繁殖によって、イノシシやサルによ
る農業被害や、シカの食害による山林
の荒廃が、著しくなった。当該事業は、
これらを防止改善するために、特定の
鳥獣ごとに捕獲目標を掲げ、それを達
成する体制整備・充実を図るための補
助事業であり、過去の政策がもたらした
予期しない結果を改善するうえで、現状
ではやむを得ない政策的措置であると
考える。とりわけ、適正生息数の10倍に
上るニホンジカの狩猟や管理捕獲は、
緊急の対応と体制整備が必要である。
また、森の恵みでもあるシカ肉を県産食
材として幅広く活用するためには、同様
の取り組みをしている長野県の事例な
ども参考にしながら、安全性のチェックと
県内でのシカ肉流通の仕組みの整備が
急務である。以上の観点から、要改善と
するのが適当であると考える。

有

13 「森の教室」等
管理委託費

森林環境
総務課

有 　本県は全国有数の森
林県であり、本県の貴
重な財産である森林
は、標高・気候といった
立地条件や過去から
の社会生活との関わり
の違いにより多様な環
境を呈している。県で
は、各機関が実施する
森林・林業に関する体
験活動などを「やまな
し森の教室」として体
系的に整理し、立地条
件により異なる多様な
森林環境や施設の独
自性を活かした各種事
業の情報提供を県ＨＰ
などにより実施してい
る。
　今後、森林総合研究
所では、開催する教室
の一部において、計画
参加者数（募集人数）
と参加者実績数に乖
離がみられるものがあ
るため、開催時期・教
室の内容・募集時の
PRについて、参加者か
らの意見聞き取りを行
うなどして、需要の再
把握と開催方法の再
検討の両側面から見
直しを行うとともに、関
連事業の実施機関と
の連携を強化し、改善
を図ることとする。

有

　他県の先進事例等を
参考にしながら、県下
各地域の実情にあった
効果的な捕獲体制の
整備を進めるとともに、
捕獲従事者の育成や、
新規狩猟者取得説明
会開催などによる人材
の確保を進めていく。
　また、捕獲頭数が多
いニホンジカについて
は、肉等の有効活用に
ついても検討を進めて
いく。
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B 要改善 　貸付実績金額が継続して同額であり
不自然である。
　県森連や単位森林組合毎にそれぞれ
資金使途、返済財源を精査し、資金が
有効に活用されているか、確認する必
要がある。
　最終的には借り入れに依存しない経
営改善の指導をお願いしたい。

C 要改善 　二つの事業目的は違うにせよ、両事
業における貸付金は、長期に渡り増加
の傾向にあり、実質的には長期債権で
あると思われる。通常、長期の貸付金だ
と、返済期限を決めて計画的に元本を
回収していくこととなる。債務者も、なん
とかキャッシュフローを捻出して返済し
ていこうという誘因が働くが、このケース
のように毎年、同額の短期借入れを続
けることが可能ということは、返済する
誘因が弱くなると思われる。よって、この
ような長期固定となる貸出方法も見直し
た方が良いと思う。
　なお、林業用優良苗木確保資金貸付
金に関しては、所謂、運転資金の貸付と
認識している。だとすると、状況等は各
年によって苗木の取扱量も違うし、本数
も市場価格もかなり変動すると思われる
ので、貸付金額も当然変わってしかるべ
きだと思う。

　長引く木材価格の低
迷等により、森林組合
の経営状況は依然厳
しい状況が続いている
ため、引き続き山梨県
森林組合連合会が森
林組合のために苗木
を安価で安定的に仕
入れる必要があること
から、森林組合からの
本資金に対する要望も
強く、現行どおりの内
容により事業を継続し
て実施することとする。
なお、今後の経済状況
の変化や、苗木需要量
の推移、山梨県森林組
合連合会及び森林組
合の経営状況を考慮し
ながら、貸付金額の減
額、利率の見直し等検
討していくこととする。
また、現在山梨県森林
組合連合会と森林組
合では、人件費の抑制
や新たな事業に取り組
むなど、経営改善に努
めているところである。

A 要改善 　県土の約8割を森林が占める県におけ
る林業の振興は、現状ではマーケット機
能が不全であり、また山の管理に公益
性が認められる点で、一定の行政の関
与は不可避である。当該林業用優良苗
木確保資金貸付金は、そうした行政関
与の一環である。連合会が、県の貸付
金を使って苗木を一括で購入することは
規模の経済性が働き、経済的メリットが
ある。ただし、毎年、定額の貸付が長期
間継続していることに関しては、資金需
要の実態等を調査して、貸付額の適正
さや需要の実態を検証する作業が必要
である。なお、「苗木」の購入にあてるべ
き借入金のうち、年度で異なるものの、
最大で30％程度が「付帯資材」の購入
に充てられている実態は、きわめて不透
明である。現状では、厳密にいえば借入
証書の「特約事項」のうちの「目的外使
用」に当たる可能性もある。もちろん、シ
カの食害を防除するための現場での裁
量が一概に悪いとは思わないが、一定
の借り入れ条件の中で公費を利用して
いる以上、広く県民に説明ができる使途
や手続きになっていなければいけない。
林業に詳しくない人にもわかるよう、付
帯資材も一緒に購入する必要がある理
由やその上限額の明示など、特約条項
の見直しも含めた、透明性の向上策を
直ちに見直すべきである。以上の理由
により、要改善とするのが適当であると
考える。

有 　貸付の実施にあたっ
ては、林業用種苗生産
需給調整協議会での
需給量情報などに基
づき、取扱量に必要な
貸付額とする。また、
附帯資材については、
特約条項などへの記
載を検討し、透明性を
高めることとする。
　今後も林業を取巻く
状況を勘案して、県森
連及び各単位森林組
合が借り入れに依存し
ない経営に取り組める
よう、森林組合法に基
づき県が実施する常例
検査などを通じて、経
営改善・体質強化に向
けた指導・助言を今ま
で以上に行っていくこと
とする。

15 林業用優良苗
木確保資金貸
付金

林業振興
課

無
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A 要改善 　森林組合事業促進貸付金も、＃１５の
前半部分とほぼ同様の理由により、要
改善とするのが適当である。

B 要改善 　貸付実績金額が継続して同額であり
不自然である。
　県森連や単位森林組合毎にそれぞれ
資金使途、返済財源を精査し、資金が
有効に活用されているか、確認する必
要がある。
　最終的には借り入れに依存しない経
営改善の指導をお願いしたい。

C 要改善 　二つの事業目的は違うにせよ、両事
業における貸付金は、長期に渡り増加
の傾向にあり、実質的には長期債権で
あると思われる。通常、長期の貸付金だ
と、返済期限を決めて計画的に元本を
回収していくこととなる。債務者も、なん
とかキャッシュフローを捻出して返済し
ていこうという誘因が働くが、このケース
のように毎年、同額の短期借入れを続
けることが可能ということは、返済する
誘因が弱くなると思われる。よって、この
ような長期固定となる貸出方法も見直し
た方が良いと思う。
　なお、林業用優良苗木確保資金貸付
金に関しては、所謂、運転資金の貸付と
認識している。だとすると、状況等は各
年によって苗木の取扱量も違うし、本数
も市場価格もかなり変動すると思われる
ので、貸付金額も当然変わってしかるべ
きだと思う。

有 　貸付の実施にあたっ
ては、単位森林組合の
経営状況の実態を把
握し、貸付を受ける各
組合の資金需要を考
慮したうえで、必要な
貸付額を決定する。
　今後も林業を取巻く
状況を勘案して、県森
連及び各単位森林組
合が借り入れに依存し
ない経営に取り組める
よう、森林組合法に基
づき県が実施する常例
検査などを通じて、経
営改善・体質強化に向
けた指導・助言を今ま
で以上に行っていくこと
とする。

16 森林組合事業
促進資金貸付
金

林業振興
課

無 　民有林の森林整備の
中核を担う森林組合に
おいては、主な事業で
ある森林整備に係る受
託費・補助金等の収入
時期が偏る傾向にあ
り、1森林組合の四半
期ごとの事業収益は、
第1四半期16百万円、
第2四半期24百万円、
第3四半期4百万円、
第4四半期26百万円と
いうように資金繰りが
厳しい期間がある。こ
のため、森林組合が事
業を円滑に実施するた
めの運転資金として、
当資金は無くてはなら
ないため、現行どおり
の内容により事業を継
続して実施することと
する。なお、今後の経
済状況の変化や森林
組合の経営状況を考
慮しながら、貸付金額
の減額等検討していく
こととする。また、現在
森林組合では、人件費
の抑制や新たな事業
に取り組むなど、経営
改善に努めているとこ
ろである。
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B 一部
廃止

　活動実績が少なく、効果的な施策と
なっていないのではないか。
　利用量の増大の為には、公共施設等
への活用に注力したらどうか。
　また、周知不足は否めないと思われ、
普及啓発活動の増強を図ったらどうか。

C 要改善 　当該事業の利用が少ないのは、制度
の周知徹底されていないのが原因とい
うことなので、もう少し広くいろいろな分
野、たとえば設計士や工務店などに働
きかけてみるべきと判断した。
また、働きかけの際、補助金額のみなら
ず、「なぜ県産材を利用してもらいたい
のか」とか「どういうメリットがあるのか」
という、品質面などの伝え方を工夫すべ
きである。

　産地や加工・流通履
歴が明確な県産ラベリ
ング材が、住宅等の建
築資材として利用され
ることは、県産材の普
及と消費拡大に貢献
し、県内の林業・木材
産業の振興につながる
ことから、これまでの経
緯や成果を検証すると
ともに、他都道府県の
実施状況、今後の国の
施策の動向等も勘案し
ながら、抜本的な見直
しを行う。

17 県産材利用促
進事業

林業振興
課

無 　県産ラベリング材利
用事業および甲斐の
木活用総合推進事業
については予定通りの
活動量があり、県産ラ
ベリング材利用事業に
ついては、補助要件と
なっている3割を大幅
に上回る６割以上の県
産ラベリング材の使用
につながっていること
から、今後も県産ラベ
リング材の利用量が増
加するよう、引き続き
当事業を活用してい
く。

A 有一部
廃止

　本事業の目的である林業振興の出口
として、建材マーケットにおける県産ラベ
リング材の利用促進を図ることは必要
かつ重要であり、この政策の目的に大
いに賛同できるところである。しかし、そ
の目的を遂行するために採用されてい
る手段のうち、予算の大部分を占めるラ
ベリング材利用補助事業の部分は、そ
の目的に照らして妥当性が低いと考え
る。その理由は次の２点である。第１
に、ラベリング材の利用量を増大する目
的を達成するための手段だとするとあま
りにも中途半端である。実際の利用実
態も40件前後しかなく、利用量を増大さ
せることに貢献する大きな効果は無い。
ラベリング材の利用拡大を図るのであ
れば、むしろダイレクトに工務店や住宅
メーカーと連携して、この建材を使った
良質の住宅建築を誘導する方向に資金
をシフトしていけばいいのではないか。
第２に、ラベリング材の広報効果、一種
のアンテナショップ的な機能を期待して
政策の波及効果を狙うねらいがあると
すれば、あまりにもコストパフォーマンス
が悪すぎる。加えて、建築中等の見学
会を補助申請者に義務付けることで「波
及効果」を期待する仕掛けとなっている
とのことだが、これは心理学的にみて合
理性を欠く可能性が高い。建築主がわ
ずかな補助金のために、「公共施設」で
もない個人財産である建築物を不特定
多数の人々に「公開」する積極的動機を
もつと考えるのは、当事者の心理を軽
視した発想ではないだろうか。以上の理
由により、当該事業の補助事業部分に
ついては一旦廃止とし、抜本的な事業
の再検討が必要という意味で一部廃止
とするのが適当と考える。
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見直し
必要性

説　　　　　明
評価
者

評価
区分

説　　　　　明
見直し
必要性

説　　　　　明

アドバイザー評価 ２次評価
調書
番号

細事業名 担当課

１次評価

A 要改善 　燃料電池関連産業については、今後、
非常に期待が大きい分野の一つであ
り、本事業の意義は大きい。継続して実
施する必要があるが、次のような点に留
意が必要である。多くない予算で効率的
に事業を行うためには、他の事業と効
果的に連携することが必要である。ま
た、県内企業の強みを活かして課題が
解決できるように、きめ細かい支援事業
を行っていくことが肝要である。以上か
ら、本事業は要改善とするのが適当で
ある。

B 要改善 　研究支援だけに終わらせず、企業の
誘致や雇用の拡大、人材の育成、技術
の集積などを進め、ビジネスとして成り
立つような方向性を提言するなど、もっ
と県の関与を強めてほしい。

C 要改善 　実際に関連産業に参入する企業が5
社あるということなので、直接実業につ
ながる有効な事業であると考える。
　ただし、より積極的に工場移転、本社
もしくは研究開発部門の誘致などへ誘
引する事業としていくべきである。

B 要改善 　終期を設定すべきではないか。
　その時点で事業効果を検証して、県が
継続すべきものは継続し、市町村へ移
譲すべきものは移譲したらどうか。
　また、商工会等の自助努力が反映さ
れるような事業としたらどうか。

C 要改善 　基本的に商店街等の活性化自体は、
商店街自らの責任の下で実施すべきも
のと理解している。その上で、まずは人
通り数の増加など、客観的な指標で成
果の検証が必要である。
　そして、なによりも重要なのは、これら
の活性化支援事業を実施した結果、成
果としてどのような結果がもたらされた
のか、その結果を踏まえていかに次策
にフィードバックできるのか、こういった
ソフトの分析が必要かつ不可欠であると
思われる。

18 燃料電池関連
産業集積・育
成支援事業費

海外展
開・成長
分野推進
室

有 　予定された活動量及
び成果を上げていると
考えられるため、大幅
な見直しを要しない
が、技術相談会のテー
マや企画内容について
は、アンケート調査に
よりニーズを把握する
などし、適宜見直しを
行う。

A 要改善 　商店街の活性化は、重要性が高く、か
つ、難しい課題である。施策の必要性は
理解できる。ただし、当事者である商店
の取り組みが主であり、そのサポート役
が商工会議所（商工会）や市町村であ
る。県のスタンスは、適度な距離感を保
ちながら、県として支援すべき事業の重
点化を行い、効果的な政策に集約する
視点を保つべきである。全国の成功事
例を見ると、当事者である若手商店主
やその組合等が起爆剤となって、アイ
ディアを出し、自分たちでリスクを負いつ
つ、様々な地元商店街のもつ資源を最
大化している場合がほとんどである。こ
うした当事者性が元気な商店街の原理
と言える。したがって、一過性のイベント
やハード事業に補助しても、それを循環
的な事業成果につなげることのできる
「人材」が不在ならば、マイナスのスパイ
ラルを断ち切ることは困難である。その
意味で、人材育成がカギである。長期的
な取り組みであることや、市町村だけで
は困難であるので、県としては実践的な
人材の育成に重点化すべきであると思
う。そのために専門家や実践家のサ
ポートも必要であろう。こうした観点か
ら、要改善が適当であると考える。

有 　商店街の活性化は、
市町村が主体となって
取り組むべきものであ
るが、地域のコミュニ
ティの核としての商店
街を維持し、活力を再
生することは、県として
も地域の活性化、ひい
ては県全体の活性化
に不可欠であると考え
ており、継続的に支援
する必要があるため、
補助制度の終期は設
定しない。
　事業実施にあたって
は、市町村・商工会等
のヒアリング時に人材
育成を促すとともに、
補助要望採択時にも
他のソフト事業より優
先させることとする。
　また、創業支援事業
については、家賃補助
終了後も営業が継続し
ていることが重要であ
るため、市町村に対
し、営業の継続状況や
フォローアップの状況
について報告を求める
こととし、廃業等があっ
た場合は、原因を確か
め、市町村・商工会議
所等と協議しながら改
善を図る。
　なお、成果指標の設
定、効果の検証につい
ては、国や他県の事例
を踏まえながら検討す
る。

有 　本事業による研究支
援を継続するのみでは
なく、各企業の研究成
果の一部が、何かしら
の形で県内企業に波
及効果をもたらすよう
な事業運営や他事業と
の連携が図られるよ
う、本年度から開始し
た「研究開発支援補助
金」や「成長分野連携
参入支援事業」も活用
し、関連産業の集積や
育成が進むような効果
的な仕組みとする。
　また、本事業に関係
する企業や山梨大学
のネットワークを活用し
て、引き続き、企業誘
致活動や技術のマッチ
ング支援等を行い、雇
用拡大や県内経済の
活性化に向けた取り組
みを進める。

19 商店街活性化
支援事業費

商業振興
金融課

有 　商店街の活性化は、
市町村が主体となって
取り組むべきものでは
あるが、地域コミュニ
ティとしての商店街を
維持し、活力を再生す
ることは、県全体の活
性化にも不可欠である
ため、引き続き、商店
街活性化に意欲ある
市町村等への補助を
行い、市町村の取り組
みを支援する必要があ
る。
　事業実施にあたって
は、市町村ヒアリング
（商工会議所等も同
席）時などに、補助事
業に関する助言を行
い、イベント開催のよう
な一過性の事業より
も、商店街等自らが活
力再生の方法を考えス
キルアップにつながる
人材育成のような、継
続的な商店街の活性
化に資する事業にシフ
トするよう促していく。
　また、創業支援事業
については、家賃補助
終了後も営業が継続し
ていることが重要であ
るため、市町村に対
し、営業の継続状況や
フォローアップの状況
について報告を求める
こととする。
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見直し
必要性

説　　　　　明
評価
者

評価
区分

説　　　　　明
見直し
必要性

説　　　　　明

アドバイザー評価 ２次評価
調書
番号

細事業名 担当課

１次評価

A 要改善 　企業の経営革新は地域経済を活性化
させるためには必要であり、そのキーと
なる人材である経営者をサポートする事
業の必要性は理解できる。ただ、こうし
た事業の成否は、企業経営者の当事者
意識にあり、それをベースに潜在的な支
援ニーズや事業展開の可能性を掘り起
こすような支援が重要である。たとえば
大分県の老舗麹製造会社の経営者が、
同様のサポート事業を契機として、調味
料塩麹の開発とそれを使ったレシピを提
案して全国的なブームを巻き起こした事
例にみられるように、山梨県においても
まずは成功事例の発掘や支援に重点
化し、中小企業の経営革新の呼び水と
なるよう期待したい。こうした期待も込め
て、要改善とする。

B 要改善 　「山梨県産業振興ビジョン」推進のた
めの中核的な事業として位置づけられ
ている中で、支援機関も８機関から１４
機関に拡大したこともあり、新規案件の
目標値３５件を上回るような、積極的な
事業の実施を行ってもらいたい。

C 要改善 　「山梨県産業振興ビジョン」のもと、新
たな成長分野への支援を行っていただ
きたい。また、企業の新事業可能性を摘
まないためにできる限り支援の窓口を
広くし、その中で支援企業を公平に選定
していただきたい。

B 要改善 　高齢者の雇用確保、健康保持の観点
から非常に重要な事業である。各拠点
と連携を強化し、会員獲得、事業の拡大
に努めて頂きたい。
　なお、連合会の業務内容について、県
としてよく検証して頂きたい。

C 要改善 　見直しの必要性にも書いてあります
が、更なる会員の増加を目指し、県下全
域を対象としたシルバー人材事業の普
及啓発活動、研修、講習などの事業は
必要だと認識した。ただし、国庫補助と
折半という事だが、この補助金額の算
定項目には説得力はないなと思われ
る。

有 　事業の実施にあたっ
ては、できる限り支援
の窓口を広くする中で
効率的かつきめ細や
かに支援するため、各
支援機関の指導員等
とマネージャーとの連
携を更に強化する。
　また、「山梨産業振興
ビジョン」で示されてい
る今後成長が期待され
ている産業領域におい
て、支援案件の重点プ
ロジェクト化を図り、経
営革新の呼び水となる
ような成功事例を増や
すための方策について
検討を行う。
　なお、本事業の実施
にあたっては、特定の
企業に偏らないよう十
分留意する。

21 高年齢者就業
機会確保事業
費

労政雇用
課

有 　高年齢者等の雇用の
安定等に関する法律
第４０条において、地
方公共団体は定年退
職者等に対する就業
機会の確保のために、
必要な措置を講ずるよ
うに努めるものとされ
ている。また、実際に
会員に対し仕事の提
供を行うシルバー人材
センター（拠点セン
ター）に対する研修・講
習や、広域的な仕事の
確保等を行うシルバー
人材センター連合会を
支援する本事業の継
続は、高齢化や年金支
給年齢引き上げ、ま
た、労働力人口の減少
問題など社会を取り巻
く環境が大きく変化す
る中で、年齢に関わり
なく働き続けることので
きる社会の実現のため
には必要である。
　ただし、平成22年度
から平成23年度にか
けて月平均会員数が
5,435人から5,221人、
また契約件数が23,550
件から23,383件と減少
しているため、会員数
や契約件数を増やす
方向で事業の見直しを
検討する。

A

20 中小企業経営
革新サポート
事業費

産業支援
課

有 　これまでの経営革新
に関する支援に加え
て、平成２４年度から
「山梨県産業振興ビ
ジョン」が示す成長産
業を育成するため、県
内の産業振興に関わ
る組織機関が横断的
にかつ一貫性を持って
支援に取り組む、推進
ネットワークが構築さ
れた。
　本事業は、この推進
ネットワークの中核的
な事業として位置づけ
られており、連携する
支援機関も増加したこ
とから、今後は、①連
携拠点会議に持ち込
まれる支援案件が増
加していくことが予想さ
れる。②新たにソー
シャルビジネスや地域
ブランドツーリズムなど
を推進するための対応
が求められるところと
なる。
以上の点から、効果的
な取り組みをすすめる
ために事業の構成を
含めた検討を行うこと
とする。

要改善 　シルバー人材センターをはじめとして、
高齢者の就業の機会を増やし、様々な
職種を増やして行くというのは今後ます
ます重要になってくる。その意味で、こ
のような就業機会の確保事業は大変意
義のあるものである。ただ、当該補助対
象経費は人件費補助が主たるものであ
り、一般的に人件費補助は事業補助と
違って、とりわけ不透明性が否めない側
面がある。補助金が連合会のどんな活
動にどんな形で結び付いているのかと
いう実態を県民に常に分かり易く説明し
ていく事が必要であると思う。また、団塊
世代の退職者が増え、高齢者がますま
す増えており、会員の増大が期待され
る。新規に高齢になる方のこれまでの経
験や専門性を活かせる職種の開拓が今
後大きな課題になり、これまでのやり方
とは違った就業機会の間口を広げると
いう事も必要になると思う。それを拠点
センターで十分できないとすれば、この
ような連合会組織で対応する必要があ
るだろう。状況やニーズに合った対応に
よって会員を拡大し、生き甲斐や経済的
な裏付けを担保して行けるような仕組み
につながるよう改善を図る必要がある。
よって、要改善が適当であると考える。

有 　社会を取り巻く環境
が大きく変化する中
で、年齢に関わりなく
働き続けることのでき
る社会の実現のため、
新たな就業機会の開
拓や、会員の増加につ
ながる事業内容の検
討をするとともに、事業
の実施にあたっては、
県民に分かり易く説明
できるような、より透明
性を高めた運営費補
助となる方法について
検討していく。
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１次評価

A 要改善 　障害者の社会参加を実質的に拡大し
ていくことは社会的責務である。とりわ
け障害者の企業雇用率を高めることは
必要不可欠であり、そのための実効性
のある施策の遂行は重要である。また、
障害者の雇用は、企業側の労働条件の
改善にもつながるなど、事業の意義や
波及効果は大きい。そうした意味合いか
ら改善すべき点もある。まず、事業目標
の立て方について、前年度ベースの目
標設定は堅実ではあるが、潜在的な対
象者を把握して、あるべきチャレンジ目
標を設定して積極的な施策を促す姿勢
が必要である。また、労働局との連携は
いうまでもなく、庁内の障害福祉課をは
じめとした関連部門とも連携を図って事
業の実効性を高めるなお一層の工夫が
必要である。以上の観点から、要改善と
するのが適当と考える。

B 要改善 　現地調査を実施し、雇用実態を把握す
る必要がある。
　事業主等と面談し要望等聴取する中
で雇用の拡大につなげて頂きたい。

C 要改善 　対象となる障害者の数を把握せず、前
年実績を踏襲して目標設定しているとこ
ろが妥当とは言えない。事業の対象者
の状況（対象障害者の人数や求職状況
など）を把握した上で目標を設定するこ
とが必要と思われる。

A 要改善 　各種のネットを媒介した情報受発信と
違い、観光物産館における情報交流
は、人と人との対人的コミュニケーション
と、人とモノとの対物的コミュニケーショ
ンの場である。人やモノとの出会いを演
出するステージである。そこで得られる
生の情報を、県の観光戦略に活かすた
めの「窓口」でもある。そうしたフィード
バック情報をきちんと県政に活かしてい
くためには、委託先とのコミュニケーショ
ンを一層強化し、生の情報把握、フィー
ドバック機能のさらなる充実が重要であ
る。そうした観点から、要改善が適当と
考える。

B 要改善 　情報収集を強化し、観光客増へつな
げて頂きたい。
　また、県産品展示販売業務の再委託
先については、その運営について県の
関与を強めると同時に県内企業の採用
について検討願いたい。

C 要改善 　物品の売り上げよりも山梨への観光
客誘致のための情報収集およびその
フィードバックが大切と思われる。ネット
の活用や、情報収集の方法を工夫して
いただき、山梨へ来県するきっかけ、仕
組みづくりの方へより力を入れていって
頂きたい。

22 障害者雇用対
策費

産業人材
課

有 　「重度障害者等雇用
促進助成金」は、障害
者を雇用した事業主へ
の通知から申請書の
受理、労働局への照
会、審査、支払と事務
量が非常に多くなって
いる。特に、事業主へ
の通知は、重度障害者
等に該当するか否か
がわからないため135
件送付しており、事務
量増加の原因となって
いる。個人情報の取り
扱いには十分に配慮
する必要があるが、公
共職業安定所や労働
局と情報を共有するこ
とにより事務手続きの
簡素化・効率化が図れ
ないか検討する必要が
ある。

有 　助成金受給事業主に
対して行ったアンケー
ト調査の結果も踏ま
え、より効果的な助成
のあり方、事業主の要
望や障害者の勤務状
況等の把握方法、福祉
保健部等関係機関と
の連携による支援策な
どについて検討する。
　併せて、労働局との
連携による事務手続き
の効率化を進める。

23 やまなし観光
物産情報発信
事業費

観光企
画・ブラン
ド推進課

有 　首都圏において山梨
の観光情報の普及、県
産品のＰＲを行うこと
は、やまなしのイメージ
アップとやまなしブラン
ドの確立のために極め
て重要であり、首都圏
からの誘客、首都圏で
の消費を促進する役
割を担うアンテナショッ
プ「富士の国やまなし
館」の必要性はますま
す高まっているため、
事業を継続していく必
要がある。
　こうした必要性を踏ま
え、今後は観光客の増
加、県産品への継続的
な消費需要増加を図
り、リピーターすなわち
「やまなしファン」を更
に増やしていくための
各種イベントなどの企
画をより充実させるな
ど、検討していきたい。

有 　県産品への消費需要
増加を継続的に図ると
同時に、アンテナショッ
プからの情報収集に努
め、得られた情報の観
光関係事業者等への
フィードバックを一層強
化することとする。
　また、こうしたフィード
バックや情報発信を強
化することにより、広く
観光客増加へとつなげ
ていく。
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見直し
必要性

説　　　　　明
評価
者

評価
区分

説　　　　　明
見直し
必要性

説　　　　　明

アドバイザー評価 ２次評価
調書
番号

細事業名 担当課

１次評価

A 要改善 　自主点検シートの「見直しの必要性」
の中でも説明がある様にスマートフォン
やSNS等の媒体が普及していくことにと
もなって、観光情報の提供における利
便性の向上を図っていくことは今後なお
一層必要であると思う。同時に新しいメ
ディアには思わぬリスクを含んでいるも
のがあるので、コンテンツのリスク管理
を適正に行う必要がある。また、観光の
国際化が進んで行くことにともなうリスク
管理として、重点対象国の文化的背景
等にも十分配慮した、正確な翻訳情報
を的確に発信できる様、チェック体制の
導入も必要ではないかと思われる。よっ
て、要改善が適当と考える。

B 現行ど
おり

　外国人観光客へのきめ細かい取り組
みが必要である。
　また、ネット以外のアナログ情報につ
いても配意願いたい。

C 要改善 　要改善とした理由は、見直しの必要性
にも書いてある様に、多様なネット環境
に対応できるためには、不断の改良改
善が必要であるからである。個人的に
は非常に良くできたサイトであり、県が
作っているサイトでは無い様な洗練され
た新鮮さを感じた。ただし、ユーザーの
使い勝手を常に意識して、よりブラッ
シュアップしたサイトに仕上げていって
欲しい。

24 富士の国やま
なし観光ネット
情報発信事業
費

観光振興
課

有 　インターネットを利用
した観光情報の発信
は、観光客が旅行する
際の情報収集手段の
最大の情報源であるた
め、今後もインターネッ
トを利用した観光情報
の発信を継続していく
必要がある。
　さらに、SNS等の新た
な媒体の活用やスマー
トフォン・タブレット対応
など、刻々と変化する
インターネットトレンド
についても迅速に対応
していく必要がある。
　今後注力することとし
て、外国人観光客の一
層の誘致と利便性の
向上を図るため、無料
で利用できるインター
ネット環境である無料
Wi-Fiスポット整備の促
進を行っていく。

有 　インターネットを利用
した観光情報の提供に
おける利便性の向上を
図るため、刻々と変化
するインターネットトレ
ンドについても迅速に
対応していくことが必
要である。
　特に、外国人観光客
の一層の誘致を図るた
めには、無料で利用で
きるインターネット環境
である無料Wi-Fiスポッ
ト整備の促進を図ると
ともに、国外への情報
発信コンテンツの翻訳
精度の向上に努めて
いく。
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見直し
必要性

説　　　　　明
評価
者

評価
区分

説　　　　　明
見直し
必要性

説　　　　　明

アドバイザー評価 ２次評価
調書
番号

細事業名 担当課

１次評価

B 要改善 　期限の設定もしてあり、本来こういった
事業は事業主体が自己責任で行うもの
だとも思うが、個々の事業の効果を期限
内によく検証して、補助金の有効活用を
してもらいたい。

C 要改善 　見直しの必要性にも書いてあるとお
り、農業への新規参入者にとって、資金
力の乏しい初期段階からの支援は必要
と思われる。また、 この事業はその対
象範囲が非常に広範囲に渡るものと感
じた。もっと適用範囲を絞ってメリハリの
ある制度にした方が、より効果を得られ
ると思われる。たとえば、 販路の拡大に
関しては、単純に売り場面積の拡大とい
うことではなく、何らかの制限を設ける
べきではないか。また、もう少し「担い手
の育成」にシフトした支援にする方が効
果が上がるのではないかと思われる。

有 　資金力の乏しい新た
な担い手や周辺の就
農者への支援の必要
性から、新規就農者等
に対し、就農の初期段
階から支援できるよう
な事業を検討し、メ
ニューの見直しをおこ
なっていく。
　当事業は、本県農政
の農業振興の基本指
針である「やまなし農
業ルネサンス大綱」を
引用した事業名となっ
ているが、一般の方に
はわかりづらいとの意
見が寄せられている。
そこで、事業名の変更
については、サブタイト
ルを付けるなどの対応
により、わかりやすくす
る工夫をおこなう。

25 やまなし農業
ルネサンス総
合支援事業費
補助金

農村振興
課

有 　当補助事業は、国補
事業の規模・要件を満
たさない施設・機械等
の整備について支援を
行うものであり、小規
模な営農集団等が先
進的な取り組みを行う
等の、国補事業では対
応しきれないものへの
支援策として、引き続
き事業を実施していく
必要がある。
　Ｈ２３年度に節電対
策に対する支援項目を
追加し、農業者等の要
望に合った支援ができ
るよう見直しを行って
いる。近年は、新規参
入者が増えていること
から、資金力の乏しい
初期段階から支援でき
るような事業を検討す
るなど、常に農業者等
の要望に耳を傾け、新
たなニーズに合ったメ
ニューを見直していく
必要がある。

A 要改善 　農業経営の集約化や大規模化という
観点から本事業を位置づけると大いに
疑問があるが、自主点検シートの中の
「結果何に結びつけるのか」にある、「農
業・農村の活性化」という観点からみる
と、比較的小規模零細補助金が主たる
本事業の意義も、ある程度理解できる。
基本的には農村コミュニティの活性化が
施策の背景にあって、当事者である農
業者たちが組織化し、タッグを組んで農
村地域の活性化をしていく、その時の
様々な「思い」を補助メニュー化して支
援するための仕組みと考えれば、わか
りやすい。 そういう意味では、農業を通
じる農村コミュニティの再生は政策課題
でもあるので、それがうまく活性化され
れば農業経営の担い手も参入しやすく
なり、農村社会の活性化にもつながると
思われる。 事業の背景にあると思われ
る成果を検証しつつ、農村コミュニティ
の活性化につながる事業運営を目指す
べきである。また、事業名について、内
容と事業名がマッチしているのか、事業
の内容や目的、性格を表すよう、もっと
わかりやすいものに改善するのも一つ
の課題であると考える。よって、要改善
とするのが適当と考える。
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見直し
必要性

説　　　　　明
評価
者

評価
区分

説　　　　　明
見直し
必要性

説　　　　　明

アドバイザー評価 ２次評価
調書
番号

細事業名 担当課

１次評価

A 現行ど
おり

　他県においても魚苗の生産は、魚の
疾病対策や漁業振興などの公益的観
点から県が関与している状況にあり、こ
のようなスタイルが標準的であると思わ
れるために、現行どおりとするのが適当
である。ただし、経費と収入の差額分に
ついては、すべてではないにせよ漁協
に対するある種の補助金的な意味合い
を持っていると考えられる。このことに対
しては、例えば冷水病の予防、漁業振
興、観光振興のため等の公益性が含ま
れているということをしっかりと県民に説
明していく必要がある。

B 要改善 　県の独占的な事業で競争原理が働か
ない状況の中で、コスト意識、リスク管
理等が希薄になりがちである。絶えず事
業内容、執行体制や業務の見直しを行
い、効果的、効率的に事業を実施して頂
きたい。

C 要改善 　内水面漁業の振興は観光にも役立
ち、非常に重要で意味のある事業であ
ると考える。
　しかし、昭和４７年度からの古くからの
事業であることから、前年踏襲で事業が
行われている可能性も否めない。事業
費につき負担金額の根拠が乏しいの
は、そのためである。県が負担する経費
の根拠については常に模索していく必
要がある。

26 魚苗生産事業
費

花き農水
産課

無 　漁業法によりアユや
コイに漁業権を免許さ
れた漁協は、アユやコ
イの増殖行為（放流）
を義務づけられてお
り、漁協にとって健全
なアユやコイの魚苗の
入手は不可欠である。
一方、アユ魚苗の生産
は初期の人工海水飼
育、プランクトン培養等
が必要であり、専門技
術がないと生産は極め
て難しい（特に、冷水
病に感染していないア
ユ魚苗の生産は、魚病
の知識を持った専門職
の関与がかかせな
い）。こうした健全なア
ユ魚苗は、他県におい
ても自県への供給が
優先されることから、
県外からの入手は困
難である。また、コイヘ
ルペスウイルスに感染
していないコイの魚苗
やマス類の異節卵や
バイテク卵等について
も、民間業者等からの
入手は困難である。
　また、本事業で生産
されるすべての魚苗は
病原菌フリーであり、
病気による実験精度
の低下を招かない点
で、実験魚としても優
れた性質を持つ。この
ため、県の施策上必要
な試験研究を行ってい
く上で、本事業の重要
度は高く、同等の実験
魚は、民間業者等から
の入手は不可能であ
り、代替手段は存在し
ない。
　以上、本事業で生産
された魚苗は、漁協や
養殖業者への供給用
及び実験魚の確保とい
う２つの側面を持ち、こ
れらを効率的に機能さ
せていくためには、現
状どおりの事業の継続
が必要である。

有 　本事業は、漁業法に
基づく義務増殖の維持
（健全な魚苗の放流）
や県内養殖業の振興
等に不可欠な事業で
あるため、現行どおり
の事業継続が必要で
ある。
　内水面漁業の振興に
とどまらず、観光への
貢献や湖沼河川の生
態系の維持など、その
高い公益性が県で事
業を実施していくうえで
の拠り所となっている
ことから、なお一層の
周知を県民に図ってい
く。
　また、絶えず効率的
な業務運営に努め、魚
苗の生産経費等の見
直しを図っていく。
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見直し
必要性

説　　　　　明
評価
者

評価
区分

説　　　　　明
見直し
必要性

説　　　　　明

アドバイザー評価 ２次評価
調書
番号

細事業名 担当課

１次評価

A 要改善 　耐震診断のあるべき姿と比べて診断
が進まないのは、家屋の所有権等個人
の権利があり、その同意が必要である
ため、いかんともしがたい面が強いわけ
である。しかし、個々の所有権を面的な
コミュニティの観点で考えた場合、大き
な震災時に倒壊可能性のある家屋は、
近隣の住民や家屋等への被害や重要
な避難路の妨害など、ある種のマイナス
の公共財的な機能を有している側面が
ある。最低でも耐震診断をしてリスク評
価をしておくことで、起こりうる危険を事
前に回避することも可能となる。市町村
やコミュニティの単位で、地域防災の一
環としての耐震診断の新たな取り組み
が必要であり、県としてはこういう認識
が共有できるように政策支援をしていく
必要があると考える。個を単位とした取
り組みから、地域全体での新たな取り組
みへの転換が必要である。その意味
で、要改善とするのが適当であると考え
る。

B 要改善 　耐震診断やその後の耐震化の支援制
度が周知不足と思われる。
　市町村との連携を強化し、周知徹底を
図るとともに、危険地域を把握したうえ
で、個別訪問等により診断率の向上を
図って頂きたい。

C 要改善 　耐震診断の対象となる住宅の９５％
が、耐震化が必要であることは、過去の
実績から判明しているということである。
この他の耐震化支援事業には、必ず当
該事業の耐震診断が必要とされるとい
うことなので、耐震診断単独ではなく、
耐震化支援事業のメニューとセットで取
り組むべきと考える。

27 木造住宅耐震
診断支援事業
費

建築住宅
課

有 　国では、住宅の耐震
化率を平成15年度の
75％から平成27年度
末までに90％とする目
標値を定め、山梨県に
おいても、平成19年7
月に「山梨県耐震改修
促進計画」を策定し、
住宅の耐震化率を平
成17年度末の72.3％
から平成27年度末で
90％とする目標を定め
た。
　平成23年度の活動
指標及び成果指標とも
十分といえる達成率で
はないが、大地震の切
迫性が指摘されている
中、地震による住宅の
倒壊から生命・財産を
守るため、耐震化はこ
れまで以上に重点的に
取り組むべき課題であ
り、本事業は継続し
て、積極的に実施して
いく必要がある。
　平成23年度までは耐
震診断結果のみを市
町村から所有者へ報
告していたが、平成24
年度からは診断を行っ
た建築士が診断結果
と併せて、①耐震改修
の概算工事費、②工事
内容や施工業者の説
明等を直接行うなど、
事業内容の拡充をし所
有者にとって使いやす
い制度となるよう改善
を行ってきたとこである
が、木造住宅の耐震化
を促進するためには、
より多くの県民の方に
耐震化の重要性を認
識してもらうことが必要
である。
　そのため、平成24年
3月22日に県・市町村・
建築関係団体とで設立
した、「山梨県住宅・建
築物耐震化促進協議
会」を活用し、本事業
の普及啓発活動を展
開していくとともに、民
間団体や市町村の意
見を積極的に取り入れ
る中で、今後も制度の
見直しについて検討し
ていく。

有 　住宅の耐震化促進の
ため、これまで、市町
村等と連携し、防災出
張講座や耐震啓発
ローラー作戦（戸別訪
問）を行ってきた。
　今後、更に、市町村
や区長などの地区代
表者等との協力を深め
る中で、地域防災活動
との連携を図りなが
ら、耐震化の重要性や
木造住宅耐震化支援
事業のメニュー全般に
ついて、コミュニティー
単位での普及啓発活
動を優先的に実施して
いく。
　また、民間団体や地
区代表者などの意見を
積極的に取り入れる中
で、効果的な普及啓発
活動について検討して
いく。
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見直し
必要性

説　　　　　明
評価
者

評価
区分

説　　　　　明
見直し
必要性

説　　　　　明

アドバイザー評価 ２次評価
調書
番号

細事業名 担当課

１次評価

A 要改善 　コミュニティとか郷土とかいった考えが
次第に希薄になってきている中で、自分
達の地域の歴史や文化をしっかりと認
識して、その上に暮らしを立てていくとい
うことはとても重要な課題である。学校
教育の中でもそれをサポートする教育を
さらに充実すべきである。その意味で、
こうした地域の人的資源を活用する取り
組みは、県内の全ての小中学校で実施
し、すべての児童生徒がその成果を享
受できるようにすべきである。そのため
に手続的な問題があるならば直ちに改
善すべきである。有形・無形の資源が地
域にあるが、それを発展させていく人材
が出てこないということになれば、コミュ
ニティがますますすたれていく。本事業
における教育的な取り組みが一過性の
取り組みにとどまらず、児童生徒から地
域住民までも巻き込んだ継続的活動に
つながっていくよう学校教育としても支
援をすべきである。以上の観点から、要
改善とするのが適当であると考える。

B 要改善 　有意義な事業であるが、現状３割の学
校が活用していない状況である。すべて
の学校が活用できるよう、講師の発掘、
講師名簿の活用、事務手続きの簡素化
に取り組んで頂きたい。

C 要改善 　周知徹底をすること、手続きの簡素
化、また、特別非常勤講師の幅広い地
域間の交流を行うことにより、より多くの
学校の参加が見込まれる。児童生徒に
とって、目で見て触って体験することが
できる当該事業の意義は大きいと思わ
れる。

28 いきいき教育
地域人材活用
推進事業費

義務教育
課

有 　子どもたちが本事業
を活用した授業を通し
て、これまで経験したこ
とがない学習や専門家
による技能等に触れる
ことで、ふるさとのよさ
を感じたり、知識や技
能を習得し充実した学
校生活が送れており､
今後も継続していく必
要のある事業である。
　活用校の割合が６
９．０％とH１８年度の
調査（６５．１％）から活
用割合が向上している
ものの､まだ全体的に
は３０％ほどの学校が
本事業を活用していな
い現状がある。本事業
の予算設定における
目標活用校数割合は、
７０％に設定している
が、本事業がさらに多
くの学校に活用される
ため、事務手続きの簡
素化や講師名簿一覧
表等を活用し、講師の
確保を容易に行えるよ
うにするなどの改善を
図るとともに、さらなる
周知を図っていくように
する。

有 　地域との連携、協力
により郷土のよさを感
じたり、専門的な知識
や技能を学ぶことは、
学習効果も高く、より
多くの学校で実施され
ることが望まれる。
　このため、事務手続
きの簡素化や実施内
容一覧表等を活用し、
講師の確保が容易に
行えるようにするなど
の改善を図るととも
に、事業の活用を呼び
かけていく。
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B 要改善 　学力向上の集いの参加者数が少ない
ので、保護者を含めた参加の向上を図
ること。併せて、学力向上には教員の資
質が大きく左右すると思うので、教員の
レベルアップも積極的に取り組んで頂き
たい。

C 要改善 　学力向上という結果に対する施策の
妥当性の判断は難しいが、保護者を巻
き込んで実施する当該事業は、重要で
あると感じた。
アベレージアップも重要であるがボトム
アップ、つまりは、底辺をどのように上げ
ていくかという施策も重要であるし、数
字に表れない見えない部分で学力が身
に付いているかということも重要である
ので、総合的長期的に判断できる成果
指標を取り入れる検討も必要である。

有 　本事業は概ね成果を
上げているが、児童生
徒のより高い学力の向
上を目指し事業改善を
図っていく必要があ
る。具体的には学力把
握調査等の結果分析
に基づいた授業改善を
更に進めるため、県で
作成する「授業改善プ
ラン」や「学力向上プロ
グラム」をより利用しや
すいものにしたり、各
種会議や研修会、指導
主事の学校訪問等を
通じ、その一層の活用
を呼びかけたりしてい
く。
　また、学力向上のた
めには家庭との連携
や協力は欠かすことが
できないことから、「学
力向上の集い」への保
護者の参加数の増加
を図るなど、保護者の
学力向上への関心を
高める啓発活動の強
化を図っていく。

29 学力向上対策
事業費

義務教育
課

有 　成果指標達成率が
100.3％に達し、本事業
は概ね成果を上げて
いるが、これに満足せ
ず今後も事業の改善を
図っていく必要があ
る。具体的には、学力
把握調査等の結果分
析をもとにした授業改
善を更に進めるため、
県で作成する「授業改
善プラン」や「学力向上
プログラム」をより利用
しやすいものにしたり、
各種会議や研修会、指
導主事の学校訪問等
を通じ、その一層の活
用を呼びかけていく必
要がある。
　また、学力向上のた
めには家庭との連携
や協力は欠かすことが
できないことから、「学
力向上の集い」への保
護者の参加数の増加
を図るなど、保護者の
学力向上への関心を
高める啓発活動の強
化を図っていく必要が
ある。

A 要改善 　小中学校の学力向上は教育施策上の
課題である。家庭も含めた学校現場の
取り組みが重要である。現場が取り組
みやすい環境づくりは県教委の役割で
はないかと考えている。本事業は、学力
把握調査を県独自に毎年することで、時
系列でデータを把握できたり、各校で
様々な要因を分析して対策を立てる
ベースにもなる等、客観的なデータを基
にしている点で、他にはない重要な事業
であると理解できる。この点での県教育
委員会の役割は、学力向上の目標をき
ちんと設定して推進を図ると同時に、学
力向上を妨げている、様々な社会的な
要因も含めた要因分析を行い、それに
基づいてきめ細かな対応策を考えていく
という、政策の立案機能にあると考え
る。その意味で、全国の調査も含めて学
力面だけでなくて、平均のばらつき、地
域的特徴、学年や教科別の課題、学習
環境による問題など、学力向上が成果
を上げていくような学校現場での多様な
取り組みを支援する、県教委でしかでき
ない多角的な分析や政策提言を期待し
たい。以上から、要改善とするのが適当
であると考える。
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A 要改善 　県が設置している３ヶ所の教室は受け
入れの場として機能しており、大変意義
があり大きな役割を果たしている。た
だ、小中学校の教育は基本的には市町
村教委と個々の学校との連携の中で子
ども達の指導を行うことが必要である。
基本的には市町村ベースでこのような
不登校対応を行うのが望ましい。県教
委の役割は、市町村に対して教室の設
置や内容の充実を促すことが重要であ
る。（自主点検シートの）見直しの方向
付けのところに記載もあるが、未整備の
市町村の支援や、整備している市町村
の質的充実に重点化する必要がある。
一方で市町村に要請し、また連携を図り
ながら、整備状況に合わせて将来的に
県の役割を縮小していくことが望ましい
と考える。以上の観点にたって、要改善
とするのが適当であると考える。

B 要改善 　全県で７００人程が教室に通えていな
い。市町村教委と連携しながら実態把
握に努め、適正な処遇ができるよう指
導・助言をお願いしたい。併せて未整備
地域の解消に向けた整備に努力して頂
きたい。

C 要改善 　まず第一に市町村設置の教室の現状
把握等に努めていただきたい。そして、
基本的には市町村が対応を図るべきと
思われるが、こういった事業においては
広域的な観点から県がリーダーシップを
とって情報の連携させることが重要であ
ると思われる。また、単に未整備地域に
教室が整備されたからといって根本的
な解決にはならないことも付記しておく。
不登校対応というのは社会参加の第一
歩であるので非常に重要な事業であ
る。

30 適応指導教室
運営事業費
(県費分)

義務教育
課

無 　適応指導教室の設置
については，H4.9.24付
け文部省初等中等教
育局長通知「登校拒否
問題への対応につい
て」に基づき，県におい
て設置を進め充実させ
てきた。その後，
H15.5.16付け文部科学
省初等中等教育局長
通知「不登校への対応
の在り方について」に
基づき，市町村に対し
て設置を働きかけてき
たところ，現在は6市町
で計11所が設置されて
いる。しかし，未設置
の市町村が21あり，ま
た，すでに設置された
教室でも，県と比較し
て指導体制や内容が
必ずしも十分とはいえ
ない所もある。
　したがって，県設置
の教室が，広域に児童
生徒へ対応しているこ
と，整った指導体制や
内容で児童生徒の学
校復帰を支援し効果を
挙げていることなど，
不登校対応として果た
している役割が大きい
ことから，本事業を継
続することが必要であ
る。なお，将来的には，
未整備地域を解消でき
るように，市町村に対
して整備を進めていく
よう働きかけていく。

有 　県が設置している3ヶ
所の適応指導教室は、
不登校児童生徒の受
入れの場として大いに
機能しており、大きな
役割を果たしている。
基本的には学校の設
置者である市町村で適
応指導教室を整備し、
不登校対応を行うこと
が望ましいが、現状
は、市町村での整備状
況が不十分であり、県
における事業の継続
は必要である。
　今後、さらに、市町村
と連携しながら不登校
対策の実情を把握す
るとともに、適応指導
教室の未整備地域の
解消や内容充実を図
るため、担当者会議等
を通して市町村に対し
て整備を進めていくよ
うに働きかけていく。
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B 要改善 　自己評価の中にスポーツ実施率の向
上や利用者の利便性を考慮した情報提
供などがある。情報発信を積極的に行
い、スポーツ実施率の向上に繋げて頂
きたい。

C 要改善 　単純に施設を開放していく意味では、
現行どおりでいいかと思うが、積極的に
推進していくのであれば利用者の拡大
をしなければならない。
　小中学校の施設（市町村）との情報交
換などを行い効率的な運用を図ってい
かないといけないと思われる。

A 要改善 　文化財保存は、地域の歴史文化遺産
の継承だけでなく、観光資源の再生産
にも貢献しており、当該補助事業も、所
有・管理者責任を補完するための重要
な政策の一環となっている。文化財に指
定されていたわけではないが、大正時
代に建てられ映画のロケ地ともなった長
野県上田市の浦里小学校の木造２階建
て校舎が先日焼失した例のように、文
化財には焼失等による喪失や破損、あ
るいは、管理者の不注意等による逸失
等のリスクが常にある。一度失ったり破
損したりしたものを完全に復元修復する
ことは困難であるという意味で、遡及不
能な公共財である。厳しい予算制約の
下、このようなリスクを減らし、歴史的遺
産を引継ぐことは重要である。計画的に
保存を進めて頂きたい。以上の観点か
ら、要改善とするのが適当と考える。

B 要改善 　調書にも、防災設備の設置状況が未
整備のところがある。防災意識の高まり
もあり、このような点を考慮して優先順
位を考えて頂きたい。

C 現行ど
おり

効率的な執行に努めて頂きたい。

　県内に所在する貴重
な文化財は、国・県の
指定を問わず県民共
有の財産であり、一度
失うと取り戻せない貴
重な地域の「たから」で
ある。それらを確実に
次世代へ継承し、生涯
学習や観光振興、まち
づくり等において活用
していくためには、保
存修理や防災設備の
設置等による適切な維
持管理が重要であり、
今後も計画的に文化
財の保存修理等に要
する経費の一部を所
有者に助成していく。
　なお、事務の効率化
を図るため、補助金交
付申請書や実績報告
書に添付される工事明
細書の表記を改善し、
事務作業の所要時間
を短縮する。

　生涯スポーツの振興の観点から公共
的な施設を安価で利用できるのは今後
より一層重要であり、この事業の社会的
機能は、小中学校や各種公共施設の利
用改善と併せて重要と考える。今後は、
利用をめぐる調整が重要となってくる。１
つは、利用調整会議等での日程調整の
公平性である。もう１つは、料金設定で
の調整機能も考えられる。料金設定で
の調整は運用が難しいが、現在のよう
に利用者数が安定（固定）しているので
あれば、公平性の観点からも一定の「利
用料」相当額を徴収するべきだと考え
る。しかし、政策として利用者をさらに拡
大し自由化していくのであれば、事実上
の「利用料金」の設定が利用の需要を
抑制してしまう可能性もある。公共的な
スポーツ施設の利用状況や小中学校の
利用状況など全体像を見渡しながら、
生涯スポーツ政策のあり方を検証し、高
校の施設の特性を生かした施設開放事
業の再検討に繋げていくべきである。以
上の観点から、要改善とすることが適当
と考える。

有 　事業の実施にあたっ
ては、体育施設の開放
を通してのスポーツ推
進の重要性に関し、開
放校が共通理解をす
るとともに、市町村生
涯スポーツ担当者との
連絡及び情報交換を
行い、利用目的（練習
試合等）に応じた体育
施設の活用について、
利用者が選択しやすい
ようにする。
　また、やまなしスポー
ツ情報ネットに高校体
育施設の利用方法等
を掲載し、利用希望者
に分かりやすい情報発
信を行うことにより利
用者の増加を図る。

32 文化財保存事
業費補助金
(県単)

学術文化
財課

有 　県内に所在する貴重
な文化財は、国・県の
指定を問わず県民共
有の財産であり、それ
らを確実に次世代へ継
承し、生涯学習や観光
振興、まちづくり等にお
いて活用していくため
には、保存修理等によ
る適切な維持管理が
重要であり、文化財の
保存修理等に要する
経費の一部を県が所
有者に対して助成して
いく必要がある。
　なお、事務の効率化
を図るため、補助金交
付申請書や実績報告
書に添付される工事明
細書の表記を改善し、
事務作業の所要時間
を短縮していく。

31 県立高校体育
施設開放事業
費

スポーツ
健康課

有 　平成２４年３月に国が
策定した「スポーツ基
本計画」では、「成人の
週１回以上のスポーツ
実施率が３人に２人（６
５％）となることを目指
す。」としており、こうし
た新たな状況に対応す
るには、今まで以上に
県民が気軽にスポーツ
を行うことができる機
会を提供することが重
要になってくる。
　このため、複数の団
体が同時に一つの施
設を利用できる練習試
合や合同練習等を行
えるよう、事前に利用
団体の調整を図り、利
用者の増加を図ってい
く。
　また、利用者の利便
性を図るため施設の利
用方法等について、や
まなし情報ネットに掲
載することを検討して
いく。

A 要改善

有
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